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結婚・出生タイミングの遅れと出生力低下の関係
On the Relation between Timing Shift of 
Marriage/Childbearing and Fertility Decline
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2019年度 第1回東日本地域部会

日時：2019年10月12日（土） 13時30分～17時（予定）

会場：札幌市立大学サテライトキャンパス

1.研究の目的と背景

 日本の晩婚・晩産化は、1975年頃から始まり
、平均初婚年齡がほぼ毎年上昇、未婚化・少
子化が進み、合計出生率（TFR）は置換水準
以下まで低下した。

 つまり、結婚・出生タイミングの遅れが出生力
低下に繋がっている。

 第ニの人口転換論などで社会経済的要因や価値
観の変化などが指摘されてきたが、ここでは両者
の人口学的関係を再考する。

２．結婚・出生タイミングの高年齢シフト

 結婚タイミング：平均初婚年齢が1972年の24.2歳から2016
年の29.4歳まで上昇。

 出生タイミング：平均出生年齢が第１子25.4歳（1960年）か
ら30.8歳へ、第２子28.1歳（ 1976年）から32.0歳へ、第３子
30.1歳（1978年）から33.1歳へ上昇した。

 ただし第4子0.28歳（1960年）から2002年の34.４歳を経て
2016年の33.２歳まで戻る。第5子も近年低下傾向にある。

 つまり、平均初婚年齢⇒第１子⇒第２子⇒第３子⇒第４子
⇒第５子と順位が高くなるほど、出生タイミングは遅くなるが
高順位では上昇が制約され、むしろ低下する。 （図１）

図１ 平均初婚年齢と出生順位別の平均出生年齢

☛平均初婚年齡は24.2歳から2016年29.4歳へ

３．順位別出生率の低下と構成比の変化

 結婚・出生タイミングが高年齢にシフトすると、高順位別の合
計出生率が低下し、出生割合も小さくなってゆく。

 第1子は1.00（51.9％：1967年）をピークに0.62（2005年）まで
低下、反転上昇し0.70（48.6％：2016年）。第2子：0.96(40.4%
： 1967年)をピークに0.46 （2005年）まで低下、反転上昇し
0.52(36.1 % ：2016年)。第３子：0.31(14.5 %：1973年)をピーク
に0.14 （2005年）まで低下、反転上昇し0.18(12.5%：2016年)。

 第4子：0.11(5.5% 1960年)から0.02 （2005年）まで低下、反転
上昇し0.04(2.8%：2016年)。第5子以上： 1960年の0.10(5.5% 
1960年)から0.01（0.5% 1975年)まで低下、以降、2016年まで
変化なし。（図２）

図２ 出生順位別合計出生率

☛平均初婚年齡は24.2歳から2016年29.4歳へ

1 2

3 4

5 6



2

4．教育期間と平均初婚年齢

平均在学期間（15歳-49歳）：1970年の3.20年か
ら2014年の5.35年に延伸。教育修了：18.2歳か
ら20.4歳（＋2.2歳）となる。

平均初婚年齡（15歳-49歳）は1970年24.2歳から
2014年の29.4歳まで（＋5.2歳）延伸。

両者の関係は多項式で近似可能（図４）。
 y = 1.1121x3 - 63.473x2 + 1208.7x - 7653.6、R² = 0.9961

 タイミングシフト：大学進学率の上昇⇒教育修了
年齡の上昇⇒平均初婚年齡の上昇

図３ 在学期間と初婚年齡の関係 1970-2012年

☛1970年代中頃から在学期間が延伸⇒初婚年齢が上昇

５．晩婚化と50歳時未婚割合の上昇

 年齡別初婚率が平均初婚年齡を中心に15歳から50
歳までの間で正規分布すると仮定。分散については
、標準偏差＝（平均初婚年齢-15歳）÷４（4σ内に
99.9%）と設定。

 平均初婚年齡が高くなるほど分散は大きくなり、ピー
クは低くなる(図４）

 累積初婚率を求めると累積カーブの立ち上がりが遅
れ、平均初婚年齡40歳では50歳時未婚（生涯未婚）
が発生する（図５）。

 期間（図６）でもコーホート（図７）でも確認できる

図４ 平均初婚年齡と年齢別初婚率（正規分布を仮定）

☛平均初婚年齡が高くなると、年齡別初婚率の分布が平らになり、累積
のスピードが遅くなり、50歳時未婚割合が大きくなる。

図５ 平均初婚年齡と年齢別累積初婚率（正規分布を仮定）

☛平均初婚年齡が高くなると、年齡別初婚率の分布が平らになり、累積
のスピードが遅くなり、50歳時未婚割合が大きくなる。

図６ 年齢別初婚率と累積初婚率
：1980年vs.2015年（期間）

☛平均初婚年齡が高くなると、年齡別初婚率の分布が平らになり、累積
のスピードが遅くなり、50歳時未婚割合が大きくなる。
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図７：年齢別初婚率と累積初婚率
：1947年出生vs.1970年出生（コーホート）

☛平均初婚年齡が高くなると、年齡別初婚率の分布が平らになり、累積
のスピードが遅くなり、50歳時未婚割合が大きくなる。

５．晩産化と順位別出生率の低下

 年齡別出生率が平均出生年齡を中心に正規分布す
ると仮定。分散は、標準偏差＝（平均初婚年齢－15
歳）÷４（4σ内に99.9%）と設定。第１子完結出生率
＝(1-50歳時未婚率)*(1-有配偶無子率)*（50歳－平
均出生間隔2年☓１子－平均初婚年齡）／35年）。第
２子以降も同様に計算。

 高順位ほど分散は大きくピークは低くなる(図８）

 累積の遅れと期間制約から高順から出生水準が低
下（図９）。CTFR＝Σ順位別CTFRなので、平均初婚
年齡24歳の2.54から30歳の1.70まで低下（表１）。

図８ 年齡別初婚率と順位別年齡別出生率
１９４５年コーホート（正規分布を仮定）

☛年齡別出生率の分布は高順位ほど右寄りで平らになり、累積スピード
が遅くなり、順位別の完結水準（合計出生率）が低下する。

図９ 順位別年齡別累積出生率
１９４５年コーホート（正規分布を仮定）

☛平均初婚年齡が高くなると、順位別年齡別出生率の分布が右により平
らになり、累積のスピードが遅くなり、50歳時の合計出生率が低下する。

表１ 最大可能完結出生力の水準

☛平均初婚年齡の上昇とともに、高順位の出生率から低下して行き、コー
ホート合計出生率の水準は2.54（24歳）から1.70（30歳）に低下。

初婚 24 25 26 27 28 29 30

第１子 26 27 28 29 30 31 32

第２子 28 29 30 31 32 33 34

第３子 30 31 32 33 34 35 36

第４子 32 33 34 35 36 37 38

第５子 34 35 36 37 38 39 40

第６子 36 37 38 39 40 41 42

50 歳時未婚割合 13.3% 13.6% 13.3% 13.3% 13.3% 13.3% 15.0%

有配偶無子割合 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0%

第１子 0.54 0.51 0.49 0.47 0.45 0.42 0.39

第２子 0.49 0.47 0.45 0.42 0.40 0.38 0.35

第３子 0.45 0.42 0.40 0.38 0.36 0.33 0.31

第４子 0.40 0.38 0.36 0.33 0.31 0.29 0.26

第５子 0.36 0.33 0.31 0.29 0.27 0.25 0.22

第６子 0.31 0.29 0.27 0.25 0.22 0.20 0.17

CTFR 2.54 2.40 2.27 2.14 2.01 1.87 1.70

注：1945出生コーホート（平均初婚年齢 24.0歳、50歳時未婚割合13.3%)をベースに試算。

平均年齡（出生間隔2年）

６．出生タイミングと累積出生率CTFR

 コーホート（1945年出生vs.1970年出生）（図１０）

 平均初婚年齡：24.0歳から26.2歳（39歳未満の平均）。

 平均出生年齡：26.8歳から29.5歳（47歳未満の平均）

 分布が凸から平らに、累積は遅く、最終的な累積出
生率CTFRは2.10から1.47 （47歳未満）に低下。

 晩婚晩産化⇒各年齡の初婚率・出生率の上昇が遅
延し、分布がフラットになる⇒累積値の増加が抑え
られ、完結出生率が低下する。
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図１０年齢別出生率の変化
出生コーホート 1945年 ｖｓ．1970年

☛ピークが高年齢にシフト、累積の上限CTFR2.03⇒1.46

７.期間の最大TFR

 同様の方法を用いて、1960年から2016年までの期間につい
て、最大可能TFRを求めた（図１１）。

 ただし、50歳時未婚割合は1960年の3.3％から2016年の
15％まで年率2.7%で指数増加するものとした。

 女子の平均初婚年齡は実績値。

 最大可能TFRは1970年の2.78を最後に、2016年の1.78ま
で低下してきていることがわかる。

 ２０１６年現在の平均初婚年齡（29.4歳）の結婚・出産タイミン
グでは、第6子出生までの出生確率を含めても、置換水準の
2.08（あるいは希望子ども数の1.80人）への回復は難しい。

図1１ 順位別合計出生率から求めた最大TFR

☛平均初婚年齢の上昇⇒TFRの回復には制約がある。

８．まとめと考察 その１

 戦後世代（1945年）以降、高等教育が普及し教育期
間が延伸、初婚（パートナー関係）のタイミングが遅
れ、平均初婚年齢や出生年齢が上昇した。

 年齡別初婚率・出生率は平均年齡を中心にほぼ正
規分布し、若年齡は左に凸で分散小・ピーク高、高
年齢は右に凸分散大・ピーク低となる。

 結婚・出生のタイミングが高年齢にシフトすると累積
値の上昇が遅れ、完結水準が低下する。同様のこと
は第１子、第２子、第３子と連鎖反応的に起こる。

９．まとめと考察 その２

 また出生間隔を2年とすると、高順位出生ほど再
生産期間（ 15歳から50歳）に占める出生可能期
間が短縮され完結水準が低下する。このため平
均初婚年齡が30歳に近づくと合計出生率は置換
水準以下となる。

 1975年以降の未婚化・少子化は結婚・出生のタ
イミングシフトによる人口学的変化であり、妊孕
力・社会経済・価値観などの変化は人口変動へ
の適応（ないしは背景要因）に過ぎないといえる。
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